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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 （千円） 13,985,200 15,330,513 13,610,195 13,853,991 13,750,125

経常利益 （千円） 572,298 597,695 611,098 565,140 547,885

当期純利益 （千円） 241,297 193,771 279,049 321,557 323,600

持分法を適用した

場合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,092,443 1,092,443 1,177,443 1,177,443 1,177,443

発行済株式総数 （株） 19,910,000 19,910,000 2,091,000 2,091,000 2,091,000

純資産額 （千円） 1,268,495 1,473,215 1,940,954 2,080,812 2,269,423

総資産額 （千円） 5,671,281 5,777,412 5,509,898 5,705,947 5,548,838

１株当たり純資産額 （円） 63.71 73.99 924.19 995.17 1,085.43

１株当たり配当額

（うち１株当たり

中間配当額）

（円）
－

（－）

2.50

（－）

50.00

（－）

60.00

(25.00)

70.00

(30.00)

１株当たり当期純利

益
（円） 12.59 9.73 135.54 153.79 154.77

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 22.4 25.5 35.2 36.5 40.9

自己資本利益率 （％） 22.38 14.14 16.35 15.99 14.88

株価収益率 （倍） － － 23.98 17.88 12.95

配当性向 （％） － 25.7 36.9 39.0 45.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,044,629 154,309 373,798 284,348 510,048

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △78,542 △205,147 △22,559 △111,552 △7,904

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △285,915 △420,000 35,225 △255,476 △184,627

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 1,785,760 1,314,923 1,701,387 1,618,707 1,936,224

 従業員数　　　　　　 （人）

（外、平均臨時雇用者数）

516

 （－）

531

 （－）

539

 （－）

522

 （－）

531

(61)

　（注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第22期及び第23期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載

しておりません。

６．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間平均人員を（　）外数で記載しております。なお、第22期、

第23期、第24期及び第25期については、臨時雇用者数は従業員に対して10％未満のため、記載しておりませ

ん。

７．当社は、平成17年４月11日付で株式10株を１株に併合しております。
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２【沿革】

昭和57年10月

 

 

日本アイ・ビー・エム株式会社の特約店として、兼松江商株式会社（現　兼松株式会社）と日本ア

イ・ビー・エム株式会社の共同出資により、東京都品川区西五反田二丁目19番３号に日本オフィ

ス・システム株式会社を設立

 ＩＢＭ事務機の日本総代理店としてタイプライターの販売及び保守サービスを開始

昭和58年３月 本社を東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移転

 ＩＢＭタイプライターに加えシステム製品の取扱いを開始

昭和63年６月 ＩＢＭ ＡＳ／400（現ＩＢＭ Ｓｙｓｔｅｍ ｉ）の販売開始

平成元年１月

 

兼松株式会社と共同出資により、コンピューター関連サプライ品及びＯＡ機器の販売を目的とし

て株式会社ビジネス・リンクスを設立（持株比率60％）

平成２年４月

 

片桐機械株式会社と共同出資により、北海道オフィス・システム株式会社を設立（持株比率

40％）し、北海道内の営業活動を推進

８月 ＩＢＭ ＲＩＳＣシステム／6000（現ＩＢＭ Ｓｙｓｔｅｍ ｐ）シリーズの販売を開始

平成３年３月 ＩＢＭノートパソコンＰＳ／55Ｎｏｔｅの販売を開始

平成４年１月

 

当社株式額面を50円に変更のため、兼松フードシステム株式会社（昭和23年10月１日設立）と合

併

平成６年２月 本社を東京都品川区西五反田三丁目７番10号に移転

平成９年１月 ソフトウェア総合保守サービス「ＮＯＳサービスパック」の提供開始

平成12年２月 本社を東京都中央区日本橋箱崎町36番２号に移転

10月 ハウジングサービスの提供開始

 業績不振の株式会社ビジネス・リンクスを解散し、営業権を旧経営陣に譲渡

平成13年８月 ホスティングサービスの提供開始

平成14年５月 北海道オフィス・システム株式会社株式の一部譲渡（持株比率19％）

６月

 

兼松コミュニケーションズ株式会社のＩＴ開発・運用部門の営業権を譲り受け、ＩＴソーシング

事業部として東京都港区に芝事業所を設置

平成16年１月 執行役員制度及び社内カンパニー制を導入

　　　　10月

平成17年10月

 

株式会社アルゴ21より、ＰＣ保守サービス事業の営業権を譲受

当社オリジナルオンデマンド対応自社アプリケーションコアモジュール「FineCrew NX会計」の

サービスを開始

　　　　12月

平成18年８月

 

 　　　　 ９月

ジャスダック証券取引所に株式を上場（証券コード：3790）

当社オリジナルオンデマンド対応自社アプリケーションコアモジュール「FineCrew NX販売」の

サービスを開始 

プライバシーマークの取得

平成19年６月

 　　　　 ６月

 ８月

 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の資本参加及び協業ビジネスの開始

ＩＳＯ9001認証取得

当社オリジナルオンデマンド対応自社アプリケーションコアモジュール「FineCrew NX人事」の

サービスを開始

　（注）１．ハウジングサービス　：当社の施設内に、お客様が所有する機器を設置するとともに、その管理機能も提供す

るサービス

２．ホスティングサービス：当社の施設内に、当社がサーバー（コンピューター）を調達・設置し、お客様に運

用管理機能とともに提供するサービス
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３【事業の内容】

当社は、ＩＴソリューションプロバイダーとして、お客様のＩＴライフサイクル全般にわたるサービス、すなわ

ち、エンタープライズアプリケーション・サービス、システムエンジニアリング・サービス、システムマネージメン

ト・サービス、カスタマーエンジニアリング・サービスといった情報サービス事業と、システム構築サービスに係

るソフトウェア、コンピューター及び関連機器を販売するシステム販売事業を行っております。

これらの活動を技術分野ごとに、８社内カンパニーとする体制をとっており、営業統括部門が各カンパニーとの

密接な連絡の下に技術を横断的に活用し、全社でお客様課題の解決を提案しております。

当社の事業の種類別の内容は次のとおりであります。

（1) エンタープライズアプリケーション・サービス

情報システムの企画提案から、要件定義、開発・構築、運用に至るまで、システム構築に係る一切を総合して提供

するシステムインテグレーション・サービス。

（2）システムエンジニアリング・サービス

ネットワークインフラ構築及びシステム技術サービス、ハードウェア・ソフトウェアの導入、設置、点検作業の

サービス。

（3）システムマネージメント・サービス

お客様の情報システムの安定化と効率化を目指した運用管理業務を受託するアウトソーシング・サービス。

（4）カスタマーエンジニアリング・サービス

ハードウェアの保守、故障によるオンサイト保守（※１）、センドバック修理（※２）等の運用管理保守サービ

ス。

（注）

※１．オンサイト保守

お客様の機械設置先に技術員を派遣し、現地で機械修理を行う保守契約のことです。

※２．センドバック修理

お客様より故障した機械を当社にお送りいただき、修理実施後お客様に返送する修理形態のことです。

（5）システム販売

ＩＢＭブランド製品を中心とした中型オフィス・コンピューターからパソコン及びソフトウェアを主力とし、

関連するプリンターなどの周辺機器ならびにネットワーク機器の販売。

 

事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
被所有割合
（％）

関係内容

（その他の関係会社）

兼松株式会社
東京都港区 27,781 商社 25.9

当社取扱商品の販

売及びサービスの

提供。

　（注）兼松株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

531（61） 40.0 14.7 5,812,645

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．上記には、受入出向社員５名を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の拡大や設備投資の増加により景気は、穏やかな回復基調で推移し

てまいりました。しかしながら投機的な原油価格の高騰や米国金融資本市場の変動が国内経済に与える影響に対す

る懸念により、景気の先行きは不透明な状況となっております。

ＩＴ業界におきましても、金融商品取引法に基づく内部統制の対応、個人情報保護対策による情報化投資拡大の

意欲はあるものの、ＲＯＩ(投資利益率)重視の投資傾向の定着や、慢性的なＩＴ人材不足による外注コストの高騰に

より、経営環境は引き続き厳しいものとなっております。

このような環境の下、当事業年度の売上高は137億50百万円（前年同期比0.7％減）、売上総利益は30億37百万円

(前年同期比1.3％減)と前年とほぼ同水準となりました。

外注コストの高騰により売上原価が増加し、販売費及び一般管理費の削減に努めたものの、営業利益は５億38百

万円(前年同期比3.6％減)、経常利益は５億47百万円（前年同期比3.1％減）、当期純利益は３億23百万円（前年同期

比0.6％増）となりました。

当事業年度の事業分野別の概況は、次のとおりであります。

［情報サービス事業］

お客様のコンピューターシステム構築に関するコンサルティング、アプリケーションの開発からネットワークの

設計・構築、システム機器及びソフトウェアの導入、導入後の運用・お客様支援サービス、ハードウェア・ソフト

ウェアの保守サービス等を行っております。

当事業年度の情報サービス事業の売上高は87億46百万円（前年同期比0.4％増）、売上総利益は24億８百万円（前

年同期比0.8％減）となりました。

その内訳は、次のとおりであります。

エンタープライズアプリケーション・サービス(アプリケーション開発等)は、大型開発プロジェクトのお客様グ

ループ内の展開が伸長したことにより、売上高は24億87百万円（前年同期比2.7％増）となり、売上総利益は６億64

百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

システムエンジニアリング・サービス(ネットワーク関連及び導入サービス)は、大型プロジェクトの減少により

売上高は、18億55百万円（前年同期比3.3％減）、外注原価の増加により売上総利益は６億21百万円（前年同期比

6.7％減）となりました。

システムマネージメント・サービス(運用・お客様支援サービス)は、アウトソーシングビジネスの需要拡大の着

実な受注取込みと、好調なハウジング、ホスティングビジネスの受託増加により、売上高は24億43百万円（前年同期

比4.3％増）、売上総利益は６億３百万円（前年同期比12.9 ％増）となりました。

カスタマーエンジニアリング・サービス(保守サービス)は、市場縮小傾向の継続により売上高は19億59百万円

（前年同期比3.5％減）、売上総利益は５億19百万円（前年同期比7.9％減）となりました。

［システム販売事業］

コンピューター本体はＩＢＭブランド製品を中心に、周辺機器はマルチベンダー対応で、ハードウェア及びソフ

トウェアの販売を行っております。

システム販売事業は、製品の価格性能比向上による小規模化の影響もあり、売上高は50億４百万円（前年同期比

2.6％減）、売上総利益は６億28百万円（前年同期比3.4％減）となりました。　
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(2) キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により得られた資金が５億10百

万円、投資活動により使用した資金が７百万円、財務活動により使用した資金が１億84百万円となり、当事業年度末

には19億36百万円となりました。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、得られた資金は５億10百万円(前年同期比79.4％増)となりました。

これは、主に税引前当期純利益５億75百万円、売上債権の減少76百万円、未収入金の減少３億27百万円があったも

のの、仕入債務の減少68百万円、未払金の減少１億11百万円等によるものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は７百万円(前年同期比92.9％減)となりました。

これは、主に投資有価証券の売却による収入17百万円、固定資産の取得による支出18百万円等によるものであり

ます。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は１億84百万円(前年同期比27.7％減)となりました。

これは、主に長短借入金の返済による支出50百万円及び配当金の支払額１億34百万円等によるものであります。

２【生産、仕入、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績は、次のとおりであります。

区分

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

エンタープライズアプリケーション・

サービス
2,321,049 105.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．エンタープライズアプリケーション・サービス

情報システムの企画提案から、要件定義、開発・構築、運用に至るまで、システム構築に係る一切を総合して

提供するシステムインテグレーション・サービス。

３．金額は、投入原価より販売価格ベースの生産実績を推定したものであります。

(2）仕入実績

　当事業年度の仕入実績は、次のとおりであります。

区分

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

情報サービス 555,579 113.5

 
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス
555,579 113.5

システム販売 4,375,981 97.2

 ソフトウェア 1,115,195 122.4

 ハードウェア 3,260,785 90.8

合計 4,931,560 98.8

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．カスタマーエンジニアリング・サービス

ハードウェアの予防保守、故障によるオンサイト保守、センドバック修理等の運用管理保守サービス。

３．カスタマーエンジニアリング・サービスの仕入はハードウェア保守契約等の修理用部品です。
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(3）受注実績

　当事業年度の受注状況は、次のとおりであります。

区分

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

情報サービス 8,485,471 96.0 2,275,258 89.7

 
エンタープライズアプリ

ケーション・サービス
2,290,885 90.2 381,565 66.0

 
システムエンジニアリング

・サービス
1,805,292 93.9 235,579 82.6

 
システムマネージメント・

サービス
2,403,739 99.3 936,968 95.9

 
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス
1,985,554 101.3 721,145 103.7

システム販売 4,951,567 95.0 166,019 76.0

 ソフトウェア 1,303,231 113.9 61,812 66.2

 ハードウェア 3,648,335 89.7 104,207 83.3

合計 13,437,038 95.6 2,441,278 88.6

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。

区分

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

情報サービス 8,746,112 100.4

 
エンタープライズアプリ

ケーション・サービス
2,487,632 102.7

 
システムエンジニアリング

・サービス
1,855,112 96.7

 
システムマネージメント・

サービス
2,443,390 104.3

 
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス
1,959,976 96.5

システム販売 5,004,012 97.4

 ソフトウェア 1,334,855 122.1

 ハードウェア 3,669,156 90.7

合計 13,750,125 99.3

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社リクルート 1,423,623 10.3 1,741,931 12.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

(1) 当面の対処すべき課題の内容 

今後のわが国経済は、投機的な原油高に代表される原材料の高騰や米国景気の減速が国内経済に及ぼす影響、円

高懸念などにより、先行きの景況判断には慎重さが見られます。

ＩＴ業界におきましても、金融商品取引法に基づく内部統制の対応や個人情報保護対策による情報化投資意欲の

増加はあるものの、ＲＯＩ（投資利益率）重視の投資傾向や、慢性的なＩＴ人材不足に伴う外注コストの高騰によ

り、経営環境は引き続き厳しいものになると考えております。

(2) 対処方針及び具体的な取組状況等 

当社はこうした環境を踏まえ、更なる企業価値向上を目指して、経営と業務執行の分離を一層はかり、経営体制を

強化する一方で、お客様のニーズに、より適切に対応させていただくとともに、事業領域の拡大を目指して営業部門

を再編し、システムマネージメント・サービス事業の伸長に合わせて組織の拡充をはかっております。

また人材の確保と育成に向けて、人事制度の見直しや人材開発投資の拡充をはかるとともに、ビジネス・パート

ナー企業との連携をより一層推進してまいります。

中期計画「仁慈」で掲げた一層の「社格の向上」に向けて、お客様のご要望にお応えし、より高品質のサービス

をご提供し、社会に貢献できる活力ある企業を目指して邁進する所存です。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針について

当社としては重要な事項として認識しておりますが、現状の株主構成等を総合的に判断して現時点では防衛策は

導入しておりません。
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４【事業等のリスク】

当社の事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。また、記

載事項のうち将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。なお、業績に影響を与える

要因はこれらに限定されるものではありません。

(1) 企業の情報化投資動向の影響について

当社は、ＩＴソリューションプロバイダーとして、お客様へ情報システムに係る商品・サービスを提供致してお

り、業績は企業の情報化投資動向に大きく左右されることとなります。経済全体に失速感が生じ、企業の情報化投資

が減速した場合、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

 

(2) 新技術取得遅延による影響について

当社が属する情報サービス産業は、激しい競争状態にあります。当社では、同業他社との競争に打ち勝つべく、新

技術導入に取り組み、差別化戦略を進めておりますが、当社が同業他社に比して、新技術の導入が計画通りに進まな

いといった事象が生じた場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

(3) 人材の確保及び教育による影響について

当社が属する情報サービス産業は、優秀な人材の確保及びそれらの人材に対する教育が不可欠であります。

そのため当社では、優秀な人材の確保に務めておりますが、今後、当社の事業展開に必要な人材の採用が計画通り

に進まない場合、もしくは、採用した人材への教育が計画通りに進まない場合には、当社の経営成績及び財政状態に

影響が及ぶ可能性があります。

(4) 法的規制による影響について

当社は、お客様へのサービスの一環として、情報システム保守・運用に係る要員をお客様へ派遣する業務を実施

しております。

この業務に関しては、「労働者派遣法」に規定される特定労働者派遣事業となり、当社は、監督官庁である厚生労

働省への届出を行い、事業展開に係る許可を取得しております。（届出交付年月日　平成11年10月１日、受理番号　特

13－011353）

上記を含め、当社では、法令等を遵守した事業展開を進めてまいりますが、当社が対応困難な法令等が施行された

場合には、当該対象となる業務の展開を停止又は取り止めざるを得なくなり、結果として、当社の経営成績及び財政

状態に影響が及ぶ可能性があります。

(5) お客様の情報システムに障害等が生じた場合の影響について

昨今の高度に発達した情報化社会においては、情報システムに障害等が生じた場合には、多大な機会損失が発生

することとなります。当社は、お客様からの委託により開発・構築する情報システムに関し、品質管理を徹底してお

ります。しかしながら、お客様に販売した情報システムに障害等が生じた場合には、お客様より喪失した利益の賠償

を求められる可能性があるほか、当社の事業展開に支障を及ぼす評価を受ける可能性があり、結果として、当社の経

営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

(6) 低収益プロジェクトが発生した場合の影響について

当社は、受注時の見積精度の向上、プロジェクトマネージメントレベルの向上及び品質検査の強化等により不採

算プロジェクトの発生防止に努めております。

しかしながら、追加的なコストの発生や納期の遅れ等が生じた場合、プロジェクトの採算性が悪化し、結果とし

て、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があり、特に大型の開発・構築案件において係る事象が生じ

た場合には、多大な影響を被ることとなります。

(7) お客様の情報が漏洩した場合の影響について

情報化社会の進展に伴い、個人情報を含む様々な情報が、情報通信網を介して送受信される機会が増大する中、そ

れらの情報に対するセキュリティレベルの向上が社会的に求められております。当社は、その事業の特性上、お客様

の顧客・業務情報等に接することとなります。

当社では、個人情報保護法の遵守及びお客様の情報流出防止のために、各種規程を整備・運用するとともに、当社

要員に対する教育を徹底し、情報セキュリティの強化をはかっておりますが、不可抗力的な事象を含め、何らかの事

態により、お客様に帰属する情報等が外部へ流出することとなった場合には、お客様より賠償を請求される可能性

があるほか、当社の信用が失墜し、当社の事業展開に支障を及ぼす評価を受けることとなる可能性があり、結果とし

て、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

会社名 契約書 契約内容 契約期間

日本アイ・ビー・エム

株式会社

ＩＢＭビジネスパートナー

契約書

ＩＢＭビジネスパートナーのソ

リューション・プロバイダーと

して、ＩＢＭの「製品」及び

「サービス」を販売又は提供す

る条件

平成16年１月１日より

平成17年12月31日まで

（以降２年毎の自動更新）

（注１、３）

ＩＢＭプロフェッショナル

支援基本契約書

当社が日本アイ・ビー・エム株

式会社に対して技術支援サービ

スを委託することに関する条件

平成16年１月１日より

平成17年12月31日まで

（以降２年毎の自動更新）

（注２、３）

ソフトウェア業務委託基本

契約書

日本アイ・ビー・エム株式会社

から当社へのソフトウェア開発

業務委託の基本条件

平成３年12月10日より

平成４年12月９日まで

（以降１年毎の自動更新）

（注２、３）

日本情報通信株式会社
ＮＩ＋Ｃビジネスパート

ナー契約書

日本情報通信株式会社から、契

約書に規定された製品を当社が

購入・販売する条件

平成17年３月25日より

平成17年３月31日まで

（以降１年毎の自動更新）

（注１、３）

レノボ・ジャパン

株式会社

Lenovoビジネスパートナー

契約書

Lenovoビジネスパートナーとし

てLenovoの「製品」及び「サー

ビス」を販売又は提供する条件

平成17年８月18日より

平成18年12月31日まで

（以降２年毎の自動更新）

（注１、３）

　（注）１．当事者一方から相手方に対して３か月前の書面による通知で解約できることになっております。

　　　　２．当事者一方から相手方に対して契約期間満了の１か月の書面による通知で自動更新しないことができることに

なっております。

　　　　３．本報告書提出日現在において、契約の状況に変更はありません。

６【研究開発活動】

当社は、お客様企業の業務の変化やご要望に対して柔軟に対応することを可能とし、お客様との長期にわたるパー

トナーシップ構築を目的として、自社アプリケーションコアモジュール（統合基幹業務システム）の開発を行って

おります。

当事業年度におきましては、財務会計コアモジュール及び販売管理コアモジュールの機能拡張、人事コアモジュー

ルの研究開発活動を行ってまいりました。

なお、当事業年度の開発費用は109百万円であります。

７【財政状態及び経営成績の分析】

本項に記載した将来に関する事項は、本報告書提出日現在において判断したものであり、不確実性を内在してお

り、あるいはリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意くださ

い。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に準拠し作成しております。こ

の財務諸表作成にあたり、経営者は資産・負債、偶発債務ならびに収益・費用の計上において、さまざまな前提条件

に基づく見積りを使用しております。これらの項目に関する見積りと判断は、過去の経験やその時の状況において

最も合理的と思われる仮定、推測などの要素を勘案し、当社の財政状態及び経営成績を適正に表示するよう、常にそ

の妥当性の検証を実施しております。

当社における重要な会計方針及び見積りは以下のとおりであります。以下の項目は、多くの不確実な要素が存在

する状況において、もっとも適切と考えられる前提条件、情報を通じて実施しておりますが、前提となる客観的な事

実や事業環境の変化などにより、見積りと将来の実績が異なるなる場合があります。
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① 債権の評価、貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 有価証券の評価

有価証券については、保有目的に基づき適切に分類し、評価を実施しております。満期保有目的の債券は償却原価

法（定額法）により評価しております。時価のあるその他有価証券は、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却価格は移動平均法により算定）により評価しております。時価のない

その他有価証券については、移動平均法による原価法により評価しております。なお、期末における時価が取得原価

に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回

復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

③ たな卸資産の評価

たな卸資産のうち、商品については移動平均法による原価法、仕掛品については個別法による原価法により評価

しております。なお、商品については滞留状況を考慮し、強制評価減を行っております。仕掛品については、コスト管

理を行い、契約金額を限度とする強制評価減を行っております。

④ 固定資産の減価償却の方法と固定資産の減損

減価償却の方法は、有形固定資産については定率法、無形固定資産及び長期前払費用については定額法を採用し

ており、耐用年数は原則として法人税法の規定によっております。

なお、減損の兆候があると判断されれば、減損処理を行うこととしております。

⑤ 繰延税金資産

当社は、一時差異について、税効果会計に係る会計基準に基づき繰延税金資産・負債を計上しております。

繰延税金資産は、合理的に見積もった将来の課税所得やタックスプランニングに基づき、スケジュールされた将

来減算一時差異の金額から算定されており、その実現性・回収可能性には問題がないと判断しております。ただし、

算定した金額は将来の課税所得の見込額が変動した場合やタックスプランニングの進捗状況によって変化し、当社

の財務諸表に影響を与える可能性があります。 

⑥ 退職給付引当金

当社は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき退職給付引当金を計上して

おります。

退職給付債務の見積りにあたっては、割引率、退職率、死亡率、昇給率などの年金数理計算の前提条件が含まれて

おりこれらの前提条件が変化した場合には、数理計算上の差異が発生します。数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとして

おります。

なお、当社は、退職時の一時金の他確定拠出年金制度も併用しております。

(2）当事業年度の経営成績の分析

① 売上高

売上高は137億50百万円（前年同期比0.7%減）と前年とほぼ同水準となりました。情報サービスの売上高は微増

となったものの、システム販売事業の売上が、製品の価格性能比向上による小規模化等の影響もあり減少したこと

によるものであります。

② 売上総利益

売上総利益は30億37百万円（前年同期比1.3%減）と外注コスト高騰等の増加要因はあったものの前年とほぼ同

水準となりました。

③ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は24億98百万円となり、削減に努めた結果、前事業年度より20百万円の減少となりました。
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④ 営業利益

営業利益は５億38百万円となり、外注コストの高騰により売上原価が増加し、販売費及び一般管理費の削減に努

めたものの前事業年度より20の百万円減少となりました。

⑤ 営業外収支

営業外収支は８百万円の利益となり、前年同期比と比べ３百万円の増収となりました。これは、主として借入金を

完済し支払利息が減少したこと、及び資金の運用により受取利息が増加したことによるものであります。

⑥ 経常利益

この結果、経常利益は５億47百万円となり、前年同期比17百万円の減益となりました。

⑦ 特別損益

特別損益は、27百万円の利益となりました。これは、「逓増定期保険」の掛金を全額費用処理しておりましたが、

当事業年度からその資産性を考慮し、資産性があると認められる金額について資産計上したことによるものであり

ます。

⑧ 当期純利益

当期純利益は３億23百万円（前年同期比0.6%増）となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

「 第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

(4）経営戦略の現状と見通し

「 第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載のとおりであります。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

「 第２　事業の状況　１．業績等の概要　（２）キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

 

(6）経営者の問題意識と今後の方針について

「 第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　特記事項はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりであります。

 平成19年12月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の
内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物 工具器具備品 ソフトウェア 合計

本社

（東京都）
事務所 108,068 36,462 28,183 172,715 372

全国５事業所

13サテライトオフィス
事務所 10,042 4,041 8,007 22,091 159

合計 118,111 40,504 36,191 194,806 531

　（注）１．全国５事業所は、芝事業所、仙台事業所、中部事業所、関西事業所及び福岡事業所であります。

２．土地及び建物の一部を他の者から賃借している賃借料は485,944千円であります。

３．従業員数は、就業人員であります。

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

備考

コンピューター等 一式 ４～６年 54,396 92,253 所有権移転外ファイナンスリース

ソフトウェア  ４～５年 768 1,837 所有権移転外ファイナンスリース

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,964,000

計 7,964,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成19年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成20年３月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,091,000 2,091,000 ジャスダック証券取引所 －

計 2,091,000 2,091,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成15年10月15日

（注）１
1,000,000 19,910,000 67,500 1,092,443 67,500 324,443

平成16年３月25日

（注）２
－ 19,910,000 － 1,092,443 △148,966 175,476

平成17年４月11日

（注）３
△17,919,000 1,991,000 － 1,092,443 － 175,476

平成17年12月13日

（注）４
100,000 2,091,000 85,000 1,177,443 150,000 325,476

　（注）１．有償第三者割当　　　　 

発行価格　　　　　　　　　 135円

資本組入額　　　　　　　　67.5円

割当先は、ＮＯＳ従業員持株会、役員６名であります。

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

３．10株を１株に併合したことによる減少であります。

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　　　　 2,500円

発行価額　　　　　　　　 1,700円 

資本組入額　　　　　　　　 850円
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(5)【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 6 5 21 2 － 1,521 1,555 －

所有株式数

（単元）
－ 868 122 10,576 900 － 8,442 20,908 200

所有株式数の

割合（％）
－ 4.15 0.58 50.58 4.31 － 40.38 100.00 －

 　（注）自己株式190株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に90株を含めて記載しております。

 　　　　

(6)【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 兼松株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 540 25.86

 日本アイ・ビー・エム株式
 会社

東京都港区六本木三丁目２番12号 291 13.91

 ＮＯＳ従業員持株会 東京都中央区日本橋箱崎町36番２号 238 11.42

 エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社　　

東京都千代田区内幸町一丁目１番６号 220 10.52

 エイチエスビーシー　ファン
ド　サービシィズ　スパークス
　アセット　マネジメント　
コーポレイテッド　　

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL H

ONG KONG

74 3.57

（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）   

 日本トラスティ・サービス
 信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 54 2.61

 日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 21 1.04

 片岡　幸夫 高知県吾川郡仁淀川町 20 0.98

 清水　豊治 千葉県習志野市 20 0.95

 古布　潔 東京都港区 16 0.79

計 － 1,499 71.69

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本トラスティ・サービス信託銀行54千株、日本マ

スタートラスト信託銀行21千株であります。
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２．スパークス・アセット・マネジメント株式会社から、平成19年６月21日付で提出された大量保有報告書に

より、平成19年６月15日現在で129千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当事業

年度末時点における実質所有株式の数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりでありま

す。　　　　　　　

 大量保有者　     スパークス・アセット・マネジメント株式会社

 住所　　　　　　 東京都品川区大崎一丁目11番２号　ゲートシティ大崎

 保有株券等の数　 株式　129,400株                           　　　　　　　　　　　　　　

 株券等保有割合　 6.19％ 

３．前事業年度末現在主要株主でなかったエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、当事業年度末

時点では主要株主となっております。

４．前事業年度末現在主要株主でなかったＮＯＳ従業員持株会は、当事業年度末時点では主要株主となっており

ます。 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   2,090,700 20,907 －

単元未満株式 普通株式         200 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数            2,091,000 － －

総株主の議決権 － 20,907 －

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本オフィス・シ

ステム株式会社

中央区日本橋箱崎町

36番２号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

(8)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 

 

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 

 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成-年-月-日）での決議状況

（取得期間　平成-年-月-日～平成-年-月-日） － －

当事業年度前における取得自己株式 80 272,000

当事業年度における取得自己株式 110 220,400

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 190 － 190 －
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては常に経営の念頭に置いております。株主の皆様への安定的かつ、継続的な利益還元

を目的として、競争力の維持強化ならびに将来に備えた投資のために内部留保の充実をはかることを基本方針とし

て、成果の配分に努めてまいります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、「会社法第459条第１項の

規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款に定めております。また、「会

社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議をもって中間配当を行うことができる。」旨定款に定めております。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり70円の配当（うち中間配当30円）を実施いたしま

した。この結果、当事業年度の配当性向は45.2％となりました。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 

 平成19年８月10日

取締役会決議
62,727 30

 平成20年２月14日

取締役会決議
83,632 40

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） － － 3,500 6,330 2,845

最低（円） － － 2,970 2,600 1,900

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、平成17年12月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,620 2,225 2,075 2,280 2,200 2,320

最低（円） 2,200 1,900 1,900 1,960 2,000 1,930

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表

取締役

会長

最高経営

責任者
 尾﨑 　 嵩 昭和21年７月26日生

昭和46年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成７年１月 同社　東京ゼネラル・ビジネス事業部長

平成９年９月 当社出向　代表取締役副社長

平成14年３月 当社　代表取締役社長

平成14年４月 当社転籍　代表取締役社長

平成18年３月 当社　代表取締役社長　社長執行役員

平成20年１月 当社　代表取締役会長（現在に至る）

(注）2 12,900

代表

取締役

副会長

 米田　正之助 昭和24年３月27日生

昭和46年４月 兼松江商㈱入社

平成14年６月 兼松コンピュータシステム㈱　常務取締役

平成15年３月 当社転籍　代表取締役常務

平成18年１月 当社　代表取締役常務　サービス統括

平成18年３月 当社　代表取締役　常務執行役員　

サービス統括担当

平成19年４月 当社　代表取締役常務　業務執行レビュー

ボード担当

平成20年３月 当社　代表取締役副会長（現在に至る）

(注）2 3,700

代表

取締役

社長

社長執行

役員

最高執行

責任者

水谷　正裕 昭和28年５月５日生

昭和51年４月 ミカレディ㈱入社

昭和57年５月 兼松オフィス・システム㈱入社

昭和57年10月 当社転籍　営業部

平成13年３月 当社　取締役　東日本システム事業部長

平成15年１月 当社　取締役　営業統括

平成16年１月 当社　取締役　執行役員　営業統括

平成18年３月 当社　取締役　常務執行役員　営業統括担当

平成20年１月 当社　代表取締役社長　社長執行役員　

（現在に至る）

(注）2 2,700

取締役

常務執行

役員

会長室長

和田　文代 昭和26年６月24日生

昭和50年４月 兼松江商㈱入社

平成12年10月 兼松㈱　財務部副部長兼資本市場課長

平成14年６月 当社転籍　管理本部副本部長

平成15年３月 当社　取締役　管理本部長

平成18年３月 当社　取締役　常務執行役員　社長室長

平成19年４月 当社　取締役　業務執行レビューボード担当

平成20年１月 当社　取締役　常務執行役員　会長室長

（現在に至る）

(注）2 2,700

取締役

常務執行

役員

サービス

統括担当

尾嶋　直哉 昭和28年３月18日生

昭和53年10月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成６年１月 同社　ゼネラル・ビジネス首都圏営業推進

部長

平成13年１月 同社　ソリューション営業本部長

平成17年10月 当社転籍　理事　サービス副統括

平成18年１月 当社　理事　ソリューション統括

平成18年３月 当社　取締役　常務執行役員　ソリューション統

括担当

平成19年３月 当社　取締役　常務執行役員　サービス統括担当

（現在に至る）

(注）2 3,700

取締役

執行役員

本社統括

担当

吉田　信二 昭和35年７月17日生

昭和59年４月 当社　入社

平成11年１月 当社　事業管理本部　企画管理部長

平成12年１月 当社　企画本部　企画部長

平成15年１月 当社　管理本部　財経部長

平成16年７月 当社　管理本部長兼財経部長

平成17年１月 当社　コーポレートスタッフ本部長

平成18年１月 当社　執行役員　管理本部長

平成20年１月 当社　執行役員　本社統括担当

平成20年３月 当社　取締役　執行役員　本社統括担当

（現在に至る）

(注）2 －

取締役  森戸　秀明 昭和26年９月23日生

昭和50年４月 兼松江商㈱入社

平成10年11月 同社　電子機器部第１課長兼第２課長

平成13年６月 同社　取締役

平成15年６月 兼松エレクトロニクス㈱　取締役

平成16年６月 兼松㈱　常務取締役　IT部門担当（現在に至

る）

平成19年３月 当社　取締役（現在に至る）

(注）2 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤

監査役
 小野　洋二 昭和24年２月24日生

昭和47年４月 ㈱第一勧業銀行入行

昭和63年８月 同行　八重洲口支店　副支店長

平成４年５月 同行　津田沼支店　支店長

平成９年10月 同行　審査第２部　副部長

平成15年５月 みずほ不動産調査サービス㈱　出向

平成15年９月 同社転籍　専務取締役

平成19年３月 当社　常勤監査役（現在に至る）

(注）3 300

常勤

監査役
 竹内　幸治 昭和23年４月１日生

昭和45年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成９年８月 エヌエスアンドアイ・システムサービス㈱

出向　事業管理本部長

平成11年３月 当社出向　取締役　企画本部長

平成14年４月 当社転籍　取締役　統括担当

平成17年４月 当社　取締役　常務執行役員　本社統括

平成18年３月 当社　取締役　常務執行役員　本社統括担当

平成20年１月 当社　取締役　本社部門担当

平成20年３月 当社　常勤監査役（現在に至る）

(注）4 4,500

監査役  矢作　憲一 昭和17年12月２日生

昭和41年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成８年１月 同社　理事　クロスインダストリー＆ＮＩＩ事

業部長

平成11年３月 同社　常勤監査役

平成13年３月 当社　監査役（現在に至る）

平成15年10月 ㈲汎総合研究所　会長（現在に至る）

(注）5 700

監査役  田村　裕一 昭和31年６月15日生

昭和54年４月 兼松江商㈱入社

昭和62年４月 Ｋａｎｅｍａｔｓｕ　ＵＳＡ　ｉｎｃ．（Ｎ．

Ｙ）電子第一部長

平成９年４月 兼松㈱　韓国ソウル支店　電子部長

平成15年５月 台湾兼松（股）有限公司　社長

平成19年６月 兼松㈱　関連事業部長（現在に至る）

平成20年３月 当社　監査役（現在に至る）

(注）2 －

    計   31,200

　（注）１．監査役小野洋二、矢作憲一、田村裕一の３氏は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

２．平成20年3月27日開催の第26回定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成19年3月23日開催の第25回定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成20年3月27日開催の第26回定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成17年3月25日開催の第23回定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部門の業務執行機能を区分し、経営効率の向上

をはかるため、平成16年１月より執行役員制度を導入しております。上記以外の執行役員とその担当は以下

のとおりであります。

執行役員　　阿部　　祐之　　ソリューション事業統括担当

執行役員　　市川　　英志　　市場開発事業統括担当

執行役員　　五十嵐　幸治　　ＥＲＰ事業統括担当

執行役員　　柳田　　　仁　　サービス事業統括担当

執行役員　　中山　　憲二　　ＢＰＯ事業統括担当

執行役員　　関本　　直樹　　プロジェクト推進事業統括担当
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方（本報告書提出日現在）

当社は、企業価値の向上のためコーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営課題と認識し、経営の透明性、健全

性の確保、アカウンタビリティ及びコンプライアンスの継続的追求を行っております。

これによって、企業の高い信頼性と効率性を有する経営の基礎を構築し、企業として競争力を強化し、自ら生み出

した価値を維持・増大することにより、株主をはじめとした全てのステークホルダー及び証券市場からの信頼を得

ることが重要であると考えております。

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（当事業年度末現在）

当社における会社の機関・内部統制システム等の関係は、次のとおりであります。

 

(1）会社の機関の基本説明

　当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役３名により構成されております。

　監査役会は、原則として毎月開催され、監査役の職務執行に関する事項について報告を受け、監査役相互の情報・

意見の交換と審議を行い、必要と認めた事項について決議することとして、取締役の職務執行に関する監査を行っ

ております。なお、監査役は全員社外監査役を起用して監査機能の強化に努めております。

　取締役会は、原則として毎月、定時取締役会を開催しており、重要事項はすべて付議され、業績の進捗につきまして

も見通しを含め議論を行っており監査役も出席し意見を述べております。

　経営会議は、常勤取締役及び執行役員、経営会議において指名される者をもって構成し、原則として月二回隔週に

開催しております。経営会議においては、「職務権限規程」に基づいて、営業上の重要な事項について決裁を行う

他、取締役会への付議事項を審議しております。

業務執行レビューボードは、取締役２名及び陪席として代表取締役社長、常勤監査役による４名により構成され、

付議事項に対する内容について、問題点・確認事項等を検討審議いたしております。

 

(2）内部統制システムの整備の状況

会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条第１項ならびに第３項に従い、当社「内部統制システム

の基本方針」を次のとおり定めております。

当社は、企業理念として「変革を恐れず、常に進歩させた技術を応用して社会に活かすこと、そこに真の喜びを感

じるよう誠実かつ正直に対応する」を掲げております。
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また、ステークホルダーの信頼と期待に応えるため、取締役及び全従業員の行動基準について、会社資産の保護、

業務遂行の際の義務及び法令遵守等の項目をとりまとめた「ビジネス・コンダクト・ガイドライン」（ＮＯＳ企

業倫理基準）を制定し、全員で遵守することを徹底しております。

会社法及び会社法施行規則に定める各項目については次のとおりであります。

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．「取締役会規則」にて、取締役会の議事については、議事録を作成し、これを10年間本店に備置しなければな

らないことを定めております。

ロ．「文書管理規程」において、会計帳簿及び貸借対照表ならびに会社の基本的権利義務に関する契約及び財産

に関する証書、その他これに準ずる文書の保管、保存及び廃棄に関する基準を定め、かかる基準に従い文書の

保存・保管をはかることとしております。

ハ．当該「文書管理規程」は、各部門の文書管理責任者が運用に関する責任を負い、取締役の職務の執行におい

て、必要と判断される文書については適宜閲覧可能な体制としております。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

業務上発生し得るリスクについては、「職務権限規程」に基づきそれぞれ担当部署を定め、社内規程やガイドラ

インを制定、研修などを通じて周知徹底をはかっております。

また、必要に応じ社内横断的な委員会等を設置し、リスクのコントロールを行っております。

なお、当社に内在するリスクを総合的に評価し、業務の有効性・効率性を追求するとともに財務報告の信頼性を

確保するため、社内横断組織として、取締役クラスで構成する「内部統制委員会」を設置し、内部統制システムの構

築・運用につき監視を行うとともに、必要に応じて取締役会に報告・提案を行う体制としております。

業務上発生し得る個々のリスクへの対応は次のとおりであります。

イ．新技術取得遅延によるリスク 

常に業界動向を注視し各種研究会などへの参加を行い、また、必要に応じ担当者を任命し新技術の習得を進

めております。 

ロ．人材の確保及び教育リスク

人材確保にあたっては、新卒者を中心とした採用活動に加え経験者を対象にした中途採用を通年で行ってお

ります。

社員教育制度としては「ＮＯＳキャリア支援プログラム」（ＮＣＰ）を設け、全社員に必修資格と一定日数

の研修受講を義務付けております。また、社外留学制度やＮＯＳジュニアボード（ＮＪＢ）による選抜研修

なども取り入れ一層のスキルアップに努めております。

ハ．低収益プロジェクトが発生した場合のリスク 

ソフトウェアの開発案件において進捗ごとのレビュー会議を実施し、コストオーバーラン防止などリスクの

最小化をはかり、ビジネス目標達成の支援をすることをミッションとした組織であるプロジェクト・マネジ

メント・オフィス（ＰＭＯ）を設置しております。 

ニ．情報が漏洩した場合のリスク

お客様や当社の情報資産及び個人情報を各種脅威から守り、情報サービス事業者として社会的責任を果たす

ことを目的とした関連規程・規則等を定め、「セキュリティ委員会」を設置し情報セキュリティの維持・向

上をはかっております。 

ホ．信用リスク

「与信管理規程」に基づき、取引先の財務データやその他の情報を基に、取引先ごとの信用格付を付与し、当

該信用格付に応じた与信限度額を設定しております。

通常の取引から生じる取引与信の他、融資、保証行為によって発生する与信の総額がこの限度内に収まるよ

う運営することで、信用リスクをコントロールしております。

ヘ．オペレーショナルリスク(不正防止）

業務の遂行から発生するオペレーショナルリスクに対しては、主体的な実行者とチェック者を別々にするた

め、契約締結以降の記帳行為を管理部門にて行うことにより、誤計上やルール違反、不正を防止する内部牽制

機能を利かせた体制を構築しております。

ト．その他環境、自然災害等によるリスク

「危機管理規程」に基づき、自然災害等の発生に備え、緊急連絡網の整備や緊急時の行動マニュアルとして、

「災害時対策マニュアル」を策定しております。

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

有価証券報告書

23/68



③ 取締役の職務の執行が適正・効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社では、「取締役会規則」を定め、定例取締役会を原則１か月に１回、臨時取締役会を必要に応じ随時開催

しております。取締役会では、法令または定款に定める事例の他、基本的な営業方針及び全社的な中期計画、

年間計画の決定、業績の検討を行い、また、取締役の業務の分担などを決議しております。取締役会には、監査

役も出席し意見を述べることとしております。

ロ．会社が、公正かつ組織的な企業活動を行うため、取締役及び従業員の職務と権限の関係ならびに基準を定め

る「職務権限規程」を制定しております。

ハ．常勤取締役及び執行役員で構成される「経営会議」を組織し、取締役会決定の基本方針に基づいて、全社の

全般的業務の執行に関する基本方針を定め、業務遂行の指揮、指導にあたっております。経営会議は、監査役

も参加可能としております。

ニ．業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画を作成し、また、事業年度ごとの業務計画を立

案し、全社的な目標を設定しております。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案、実行してお

ります。また、四半期ごとに部門レビュー会議（ＢＯフォーラム）を開催し進捗状況を確認しております。

ホ．会計記録の適正を期するとともに、業務が適正に遂行されているかを監視するために、「内部監査規程」を

定め、内部監査担当者による内部監査を実施しております。

④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．企業の法令遵守の重要性に鑑み、社内イントラネット上でも閲覧可能とした「ビジネス・コンダクト・ガイ

ドライン」を制定し、派遣社員を含めた取締役から全従業員までに企業倫理基準を遵守することを周知徹底

しております。

ロ．法律または倫理に反する事態に気づいた場合、所属長への報告の他に直接トップマネジメントに報告・相談

ができるよう内部通報制度（ＶＯＩＣＥ）を導入しております。

ハ．法令遵守のみならず、モラルを徹底すべく、教育研修の充実をはかっております。

⑤ 当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、現状親会社及び子会社からなる企業集団が存在しないため、企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制は整えておりません。ただし、将来的に企業集団が発生した場合には、体制を速やかに整えることといたし

ます。

⑥ 監査役を補助すべき使用人に関する事項

「監査役会規則」及び、「監査役監査基準」において、監査役は、監査の実効性を高め、かつ、監査職務を円滑に遂

行するため、監査役の職務遂行を補助する体制を確保し、必要に応じ、専任の監査役スタッフを置くことができるこ

ととしております。

⑦ 監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

専任の監査役スタッフを置く場合は、その独立性に留意し、監査役スタッフの人事異動、人事評価、懲戒等に関し

て監査役会の事前の同意を得るものといたしております。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

イ．取締役は会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときには、これを直ちに監査役会に報告す

るよう「取締役会規則」により義務付けられております。

ロ．前項に係わらず、監査役は、必要に応じ、会計監査人、取締役、内部監査部門等の使用人、その他の者に対して

報告を求めることができることとしております。

ハ．あらかじめ取締役と協議して定めた監査役会に対する報告事項について、実効的かつ機動的な報告がなされ

るよう、監査役は、社内規則の制定、その他の社内体制の整備を代表取締役に求めることができることとして

おります。

ニ．監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議その他の重要

な会議または委員会に出席し、必要であると認めたときには、意見を述べることができることとしておりま

す。また、会議に出席しない場合には、監査役は付議事項についての説明を受け、関係資料を閲覧することが

できることとしております。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役及び監査役会は、代表取締役と必要に応じ会合をもち、代表取締役の経営方針を確かめるとともに、会

社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等につい

て意見交換し、代表取締役との相互認識と信頼関係を深めるよう努めるものといたしております。

ロ．監査役は、会社の業務及び財産の状況の調査、その他の監査職務の遂行にあたり、内部監査を実施する監査担

当者と密接な連携を保ち、効率的な監査を実施し、必要に応じ調査を求めることができることとしておりま

す。

(3) 内部監査及び監査役監査の状況（本報告書提出日現在）

内部監査は、専任の内部監査担当（２名）を会長室に設置し、１年間で全部署の内部監査を実施しております。内

部監査では、各業務執行部門の自己牽制機能とサポート部門のモニタリング体制に対する監視と有効性のチェック

を行い、監査結果を代表取締役に報告することにより内部統制システムの継続的な維持・改善を行っております。

監査役監査は、常勤監査役が中心となり取締役会、経営会議その他重要な会議に出席するほか、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査するとともに、業務執行の適法性、妥当性を監査しております。 

３．役員報酬の内容

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）における当社の取締役及び監査役に対する報酬

は、次のとおりであります。

取締役及び監査役に支払った報酬

取締役に支払った報酬 110,172千円

（うち社外取締役報酬 －千円）

監査役に支払った報酬 14,452千円

（うち社外監査役報酬 14,452千円）

合計 124,624千円

４．監査報酬の内容

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）において当社があらた監査法人と締結した監査契

約に基づく監査証明に係る報酬の内容及び監査証明以外の内容は、次のとおりです。

公認会計士法第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬
17,100千円

上記以外の業務に基づく報酬 －千円

５．会計監査の状況（当事業年度末現在）

① 業務を執行した公認会計士の氏名

小沢　直靖（あらた監査法人）

② 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　５名

その他　　　　13名

６．社外取締役及び社外監査役との関係（当事業年度末現在）

当社の社外取締役であります森戸秀明氏は、当社と資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役は、当社開催の取締役会に出席するとともに、経営に関する助言の他、取締役の業務執行について実効

性のある監督を随時実施しております。

また、当社の監査役小野洋二、矢作憲一、中瀬和夫の３氏はいずれも社外監査役であり、小野洋二氏は当社株式を

300株、矢作憲一氏は当社株式を700株所有しておりますが、この他は当社と資本関係又は取引関係その他の利害関

係はありません。

監査役３名は、当社開催の取締役会に出席するとともに、健全な会社運営を行うための監査の方法及びその内容

の検討と監査を実施しております。

なお、上記の者のうち森戸秀明氏は、当社のその他の関係会社に該当する兼松株式会社の取締役を兼務しており

ます。

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

有価証券報告書

25/68



７．取締役の定数（本報告書提出日現在）

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

８．取締役の選任の決議要件（本報告書提出日現在）

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

９．剰余金の配当等の決定機関（本報告書提出日現在）

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

10．株主総会の特別決議要件（本報告書提出日現在）

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第25期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第26

期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第25期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）

の財務諸表について、みすず監査法人により監査を受けており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

第26期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査

を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前事業年度　　　　みすず監査法人

　　当事業年度　　　　あらた監査法人

３．連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第25期事業年度

（平成18年12月31日）
第26期事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,618,707   1,087,486  

２．受取手形 ※１  5,907   13,839  

３．売掛金   2,116,384   2,032,336  

４．有価証券   －   848,737  

５．商品   186,491   185,292  

６．仕掛品   6,462   14,891  

７．前払費用   182,485   197,004  

８．繰延税金資産   73,972   24,142  

９．未収入金   346,319   18,566  

10．その他   7,792   17,785  

貸倒引当金   △437   △414  

流動資産合計   4,544,087 79.6  4,439,668 80.0

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  267,936   270,396   

減価償却累計額  △129,532 138,403  △152,285 118,111  

(2）工具器具備品  205,385   208,279   

減価償却累計額  △147,505 57,880  △167,775 40,504  

有形固定資産合計   196,283 3.5  158,615 2.8

２．無形固定資産        

(1）営業権   69,564   －  

(2）のれん   －   12,203  

(3）ソフトウェア   42,188   36,191  

(4）電話加入権   16,021   16,021  

無形固定資産合計   127,773 2.2  64,415 1.2
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第25期事業年度

（平成18年12月31日）
第26期事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   29,876   15,200  

(2）従業員長期貸付金   7,775   5,626  

(3）破産更生債権等   806   1,197  

(4）長期前払費用   332   9,462  

(5）繰延税金資産   440,975   462,841  

(6）保険積立金   －   34,891  

(7）差入保証金   356,473   355,801  

(8）会員権   14,800   14,800  

貸倒引当金   △13,237   △13,680  

投資その他の資産合計   837,802 14.7  886,139 16.0

固定資産合計   1,161,860 20.4  1,109,170 20.0

資産合計   5,705,947 100.0  5,548,838 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   1,377,620   1,309,119  

２．短期借入金   25,000   －  

３．１年以内返済予定の長
期借入金

  25,000   －  

４．未払金   204,692   92,411  

５．未払費用   76,919   77,391  

６．未払法人税等   157,728   100,875  

７．未払事業所税   9,966   10,120  

８．未払消費税等   52,686   52,035  

９．前受金   52,201   26,509  

10．預り金   116,820   93,258  

11．前受収益   442,500   376,574  

12．役員賞与引当金   3,432   6,011  

流動負債合計   2,544,568 44.6  2,144,309 38.6
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第25期事業年度

（平成18年12月31日）
第26期事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   1,028,006   1,072,176  

２．役員退職慰労引当金   52,560   62,930  

固定負債合計   1,080,567 18.9  1,135,106 20.5

負債合計   3,625,135 63.5  3,279,415 59.1

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   1,177,443 20.6  1,177,443 21.2

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  325,476   325,476   

資本剰余金合計   325,476 5.7  325,476 5.9

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  4,978   4,978   

(2）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  574,327   762,018   

利益剰余金合計   579,305 10.2  766,996 13.8

４．自己株式   △272 △0.0  △492 △0.0

株主資本合計   2,081,952 36.5  2,269,423 40.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  △1,140 △0.0  － －

評価・換算差額等合計   △1,140 △0.0  － －

純資産合計   2,080,812 36.5  2,269,423 40.9

負債純資産合計   5,705,947 100.0  5,548,838 100.0

        

②【損益計算書】

  
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．システム売上高  5,139,902   5,004,012   

２．サービス売上高  8,714,089 13,853,991 100.0 8,746,112 13,750,125 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．システム売上原価  4,489,280   4,375,351   

２．サービス売上原価  6,286,028 10,775,308 77.8 6,337,430 10,712,781 77.9

売上総利益   3,078,682 22.2  3,037,343 22.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  2,519,361 18.2  2,498,390 18.2

営業利益   559,320 4.0  538,953 3.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  215   4,331   
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第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

２．受取配当金  356   178   

３．受取手数料  5,698   5,955   

４. 受取保険配当金  2,665   －   

５．雑収入  281 9,217 0.1 － 10,465 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  2,658   1,163   

２．雑支出  739 3,397 0.0 368 1,532 0.0

経常利益   565,140 4.1  547,885 4.0

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  534   －   

２．ゴルフ会員権売却益  7,422   －   

３．投資有価証券売却益  －   1,333   

４．過年度保険料修正益  － 7,957 0.0 26,214 27,548 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 920 920 0.0 201 201 0.0

税引前当期純利益   572,177 4.1  575,232 4.2

法人税、住民税及び事業
税

 267,582   224,449   

法人税等調整額  △16,962 250,620 1.8 27,181 251,631 1.8

当期純利益   321,557 2.3  323,600 2.4
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システム売上原価（製造原価）明細書

  
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  － － － －

Ⅱ　労務費  － － － －

Ⅲ　経費  － － － －

当期総製造費用  － － － －

期首商品たな卸高  10,951  22,714  

当期商品仕入高  4,501,042  4,375,981  

合計  4,511,994  4,398,695  

期末商品たな卸高  22,714  23,344  

システム売上原価  4,489,280  4,375,351  

サービス売上原価（製造原価）明細書

  
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  － － － －

Ⅱ　労務費  2,398,405 41.0 2,392,968 40.5

Ⅲ　経費 ※１ 3,454,287 59.0 3,521,293 59.5

当期総製造費用  5,852,693 100.0 5,914,261 100.0

期首商品たな卸高  195,580  163,777  

期首仕掛品たな卸高  44,821  6,462  

当期商品仕入高  489,452  555,579  

合計  6,582,547  6,640,080  

他勘定振替高 ※２ 126,278  125,810  

期末商品たな卸高  163,777  161,948  

期末仕掛品たな卸高  6,462  14,891  

サービス売上原価  6,286,028  6,337,430  

　（注）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．主な経費の明細 ※１．主な経費の明細

業務委託費      2,667,522千円

減価償却費       28,796千円

業務委託費  2,744,737千円

減価償却費 21,998千円

※２．他勘定振替高の明細 ※２．他勘定振替高の明細

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費

（営業諸費）       126,278千円 （営業諸費）       125,810千円
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第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３．原価計算の方法

　個別原価計算による実際原価計算であります。原価

差額は期末において、仕掛品、売上原価に配賦してお

ります。

３．原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日　残高（千円） 1,177,443 325,476 325,476 4,978 418,067 423,045 － 1,925,965

事業年度中の変動額         

剰余金の配当 － － － － △104,550 △104,550 － △104,550

剰余金の配当（中間配当） － － － － △52,273 △52,273 － △52,273

役員賞与の支払 － － － － △8,475 △8,475 － △8,475

当期純利益 － － － － 321,557 321,557 － 321,557

自己株式の取得 － － － － － － △272 △272

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － 156,259 156,259 △272 155,987

平成18年12月31日　残高（千円） 1,177,443 325,476 325,476 4,978 574,327 579,305 △272 2,081,952

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

 
評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日　残高（千円） 14,988 14,988 1,940,954

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △104,550

剰余金の配当（中間配当） － － △52,273

役員賞与の支払 － － △8,475

当期純利益 － － 321,557

自己株式の取得 － － △272

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

△16,129 △16,129 △16,129

事業年度中の変動額合計（千円） △16,129 △16,129 139,857

平成18年12月31日　残高（千円） △1,140 △1,140 2,080,812

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日　残高（千円） 1,177,443 325,476 325,476 4,978 574,327 579,305 △272 2,081,952

事業年度中の変動額         

剰余金の配当 － － － － △135,909 △135,909 － △135,909

当期純利益 － － － － 323,600 323,600 － 323,600

自己株式の取得 － － － － － － △220 △220

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － 187,690 187,690 △220 187,470

平成19年12月31日　残高（千円） 1,177,443 325,476 325,476 4,978 762,018 766,996 △492 2,269,423
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

 
評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高（千円） △1,140 △1,140 2,080,812

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △135,909

当期純利益 － － 323,600

自己株式の取得 － － △220

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

1,140 1,140 1,140

事業年度中の変動額合計（千円） 1,140 1,140 188,611

平成19年12月31日　残高（千円） － － 2,269,423
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

   

１．税引前当期純利益  572,177 575,232

２．減価償却費  69,342 60,196

３．営業権償却額  127,873 －

４. のれん償却額  － 57,361

５．貸倒引当金の減少額  △844 △22

６．役員賞与引当金の増加額  3,432 2,579

７．退職給付引当金の増加額  48,790 44,169

８．役員退職慰労引当金の増
加額

 14,781 10,369

９．受取利息及び受取配当金  △571 △4,509

10．支払利息  2,658 1,163

11．投資有価証券売却益  － △1,333

12．過年度保険料修正益  － △26,214

13．固定資産除却損  920 201

14．売上債権の減少額
 　　　（△増加額）

 △70,703 76,116

15．たな卸資産の減少額
 　　　（△増加額）

 58,399 △7,230

16．仕入債務の増加額
（△減少額）

 129,793 △68,500

17. 未収入金の減少額
 　　　（△増加額）

 △327,049 327,752

18. 前払費用の増加額  △14,870 △14,518

19. 未払金の減少額  △736 △111,599

20. 未払消費税等の減少額  △40,723 △650

21. 前受金の減少額  △27,418 △25,692

22．前受収益の増加額
（△減少額）

 54,749 △65,925

23．長期未払金の減少額  △85,781 －

24．その他  △11,467 △40,445

小計  502,753 788,499

25．利息及び配当金の受取額  544 4,460

26．利息の支払額  △2,736 △1,204

27．法人税等の支払額  △216,212 △281,706

営業活動によるキャッシュ
・フロー

 284,348 510,048
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第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

   

１．有形固定資産の取得によ
る支出

 △79,749 △7,018

２．無形固定資産の取得によ
る支出

 △9,755 △11,897

３．貸付けによる支出  △1,635 △350

４．貸付金の回収による収入  2,699 2,623

５．差入保証金の差入れによ
る支出

 △43,174 △4,365

６．差入保証金の戻入れによ
る収入

 11,459 5,038

７. 投資有価証券の売却による
収入

 － 17,933

８. 保険積立金の増加による支
出

 － △8,676

７．その他  8,602 △1,191

投資活動によるキャッシュ
・フロー

 △111,552 △7,904

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

   

１．短期借入金純増減額  △50,000 △25,000

２．長期借入金の返済による
支出

 △50,000 △25,000

３．配当金の支払額  △155,204 △134,406

４．自己株式の取得による支
出

 △272 △220

財務活動によるキャッシュ
・フロー

 △255,476 △184,627

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額
（△減少額）

 △82,679 317,516

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残
高

 1,701,387 1,618,707

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残
高

※ 1,618,707 1,936,224
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重要な会計方針

項目
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

 (1）　　　　　　　 －

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却価格は移動平均法により

算定）

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

 移動平均法による原価法 

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基

準及び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法

(1）商品

同左

 (2）仕掛品

　個別法による原価法

(2）仕掛品

同左

３．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　３年～15年

工具器具備品　　　　　　３年～10年

(1）有形固定資産

　　　　　　　　同左

 

 

 

 (2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

　営業権については、定額法（５年）

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

 のれんについては、定額法（５年）

 (3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左
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項目
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 (2）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支給に充

てるため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更）

当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は3,432千円減少しております。

(2）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支給に充

てるため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。 

－

 

  

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時に一括処理

しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により翌事業年度

から費用処理することとしております。

 

(3）退職給付引当金

　　　　　　　同左

 

 

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

   

５．リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

同左

６．キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成

のための基本となる重

要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

　　　　　　　  同左
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会計処理方法の変更

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は2,080,812千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

－

表示方法の変更

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

－

 

 

 

（貸借対照表）

　前事業年度において、「営業権」として掲載されていた

ものは、当事業年度から「のれん」と表示しております。

（キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増加

額」は前事業年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。

　なお、前期の「その他」に含まれている「未収入金の増

加額」は9,176千円であります。

 

－

 

 

 

 

 （キャッシュ・フロー計算書）　

－

 

 

 

 

 

　営業活動によるキャッシュ・フローにおいて、前事業年

度に「営業権償却額」として掲載されていたものは、当事

業年度から「のれん償却額」と表示しております。
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追加情報

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当社が平成18年11月15日に実施した自己株式の取得は、

会社法に抵触していることが判明し、譲渡代金の返還を受

け、当該自己株式取得以前の状態に復元することにいたし

ております。

この結果、当事業年度の財務諸表は譲渡代金に相当する

金額（304,700千円）を未収入金に計上しております。

 

－

 

 

 

 

 

 

 －

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保険積立金の計上に係る会計処理）

　当社は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、平

成15年度より、取締役を被保険者として「逓増定期保険」

に加入しております。従来は、掛金の全額を費用処理してお

りましたが、「逓増定期保険」の重要性が増したことによ

り、当事業年度からその資産性を考慮し、資産性があると認

められる金額については「保険積立金」として資産計上し

ております。

　この結果、従来同様掛金の全額を費用処理していた場合と

比較して、経常利益は8,676千円、税引前当期純利益は34,891

千円それぞれ増加しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

第25期事業年度
（平成18年12月31日）

第26期事業年度
（平成19年12月31日）

　※１．　　　　　　　　　－  ※１.期末満期手形

　期末満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

　なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

 　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　 1,845千円

 　 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は、次のとおりであります。

 　２．　　　　　　　　同左

  

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,000,000千円
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（損益計算書関係）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は44％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は56％であり

ます。

　主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は48％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は52％であり

ます。

　主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

給与及び手当 809,910千円

賞与        195,494千円

役員賞与引当金繰入額 　3,432千円

退職給付費用 51,396千円

役員退職慰労引当金繰入額       14,781千円

法定福利費        137,994千円

営業諸費        126,278千円

研究開発費 126,063千円

地代家賃        197,533千円

減価償却費       39,006千円

営業権償却額        127,873千円

給与及び手当 854,744千円

賞与        186,149千円

役員賞与引当金繰入額 6,011千円

退職給付費用 46,349千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,391千円

法定福利費   136,469千円

営業諸費   125,810千円

研究開発費 109,074千円

貸倒引当金繰入額 492千円

地代家賃 212,573千円

減価償却費  36,932千円

のれん償却額      57,361千円

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費
      126,063千円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費
    109,074千円

※３．固定資産除却損は、工具器具備品887千円、ソフト

ウェア32千円であります。

※３．固定資産除却損は、工具器具備品201千円でありま

す。
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（株主資本等変動計算書関係）

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株）

当事業年度増加
株式数(株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,091,000 － － 2,091,000

合計 2,091,000 － － 2,091,000

自己株式     

普通株式 － 80 － 80

合計 － 80 － 80

（注）１.自己株式の普通株式数の増加80株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。 

２.追加情報に記載のとおり、自己株式取得以前の状態に復元した株式数により記載しております。 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月30日

定時株主総会
普通株式 104,550 50 平成17年12月31日 平成18年３月30日

平成18年８月15日

取締役会
普通株式 52,273 25 平成18年６月30日 平成18年９月15日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月23日

定時株主総会
普通株式 73,182 利益剰余金 35 平成18年12月31日 平成19年３月26日

（注）追加情報に記載のとおり、自己株式取得以前の状態に復元した株式数により記載しております。 

 

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株）

当事業年度増加
株式数(株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,091,000 － － 2,091,000

合計 2,091,000 － － 2,091,000

自己株式     

普通株式 80 110 － 190

合計 80 110 － 190

（注）自己株式の普通株式数の増加110株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月23日

定時株主総会
普通株式 73,182 35 平成18年12月31日 平成19年３月26日
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決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年８月10日

取締役会
普通株式 62,727 30 平成19年６月30日 平成19年９月10日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月14日

取締役会
普通株式 83,632 利益剰余金 40 平成19年12月31日 平成20年３月28日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,618,707千円

現金及び現金同等物     1,618,707千円

現金及び預金勘定

有価証券

 1,087,486千円

848,737千円

現金及び現金同等物    1,936,224千円
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（リース取引関係）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 （１）借主側

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 （１）借主側

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 253,109 148,946 104,162

ソフトウェア 2,845 296 2,548

合計 255,954 149,243 106,711

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 184,770 92,516 92,253

ソフトウェア 2,845 1,007 1,837

合計 187,615 93,524 94,091

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 53,733千円

１年超      77,424千円

合計 131,157千円
 

１年内  53,778千円

１年超  57,687千円

合計 111,466千円
 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料       61,809千円

減価償却費相当額       58,271千円

支払利息相当額      3,586千円

支払リース料  55,164千円

減価償却費相当額  52,626千円

支払利息相当額 3,328千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 （２）貸主側

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      7,317千円

１年超       14,025千円

合計       21,343千円

 (注）　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件

で第三者にリースしているのでほぼ同額の残高が

上記の借主側の未経過リース料期末残高相当額に

含まれております。

５．利息相当額の算定方法

同左

 

 

 （２）貸主側

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,317千円

１年超 6,708千円

合計    14,025千円

 (注）　　　　　　　　同左
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

第25期事業年度（平成18年12月31日） 第26期事業年度（平成19年12月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 － － － － － －

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 16,600 14,676 △1,923 － － －

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 16,600 14,676 △1,923 － － －

合計 16,600 14,676 △1,923 － － －

　（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 第25期事業年度
 （平成18年12月31日）

第26期事業年度  
 （平成19年12月31日）

売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円） 

 売却損の合計額
（千円） 

売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）  

 売却損の合計額
（千円） 

－ － － 17,933 1,333 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

第25期事業年度
（平成18年12月31日）

第26期事業年度
（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

（1）満期保有目的の債券

　　　コマーシャル・ペーパー

 

－

 

798,737

（2）その他有価証券

　　　譲渡性預金

　　　非上場株式

 

－

 15,200

 

 50,000

15,200

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 平成19年12月31日現在

 
第25期事業年度

 （平成18年12月31日）
第26期事業年度 

 （平成19年12月31日）

 １年以内（千円）  １年以内（千円）

（1）満期保有目的の債券

　　　コマーシャル・ペーパー

 

－

 

800,000
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第25期事業年度

 （平成18年12月31日）
第26期事業年度 

 （平成19年12月31日）

 １年以内（千円）  １年以内（千円）

（2）その他有価証券

　　　譲渡性預金

－

 

 

50,000

合　　計 － 850,000

（デリバティブ取引関係）

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と確定拠出年金法に定める「企業型年金」制度を併用し

ております。

なお、平成16年３月１日付で、従来の退職給付制度（税制適格退職年金・退職一時金の併用）のうち、税制

適格退職年金及び一時金制度の一部について、確定拠出年金法に定める「企業型年金」制度へ移行しており

ます。

２．退職給付債務に関する事項

 
第25期事業年度

（平成18年12月31日）
第26期事業年度

（平成19年12月31日）

(1） 退職給付債務（千円） △991,606 △1,038,268

(2） 未積立退職給付債務（千円） △991,606 △1,038,268

(3） 未認識数理計算上の差異（千円） △36,400 △33,907

(4） 退職給付引当金(2)＋(3)（千円） △1,028,006 △1,072,176

　（注）税制適格退職年金制度及び退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであり

ます。

退職給付債務の減少 1,069,097千円

年金資産の減少 △461,761千円

会計基準変更時差異の未処理額 △54,215千円

未認識数理計算上の差異 △290,928千円

未認識過去勤務債務 －  

退職給付引当金の減少 262,192千円

また、確定拠出年金制度への資産移換額のうち、年金資産からの移換額を除いた未移換額359,365千円について

は、４年間で移換いたしました。なお、第25期事業年度末時点の未移換額83,127千円は未払金に計上しており、第

26期事業年度末時点の未移換額はありません。

３．退職給付費用に関する事項

 
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

退職給付費用（千円） 168,727 151,554

(1）勤務費用（千円） 63,295 59,476

(2）利息費用（千円） 19,917 19,832

(3）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 3,825 △10,632

(4）確定拠出年金への掛金支払額（千円） 81,689 82,878

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）割引率 2.0％ 同左

(2）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(3）過去勤務債務の処理年数 一括 同左

(4）数理計算上の差異の処理年数 ５年 同左

 （発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す）
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第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(5）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同左
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（ストック・オプション等関係）

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

該当事項はありません。

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：千円） （単位：千円）

第25期事業年度（平成18年12月31日） 第26期事業年度（平成19年12月31日）

繰延税金資産  

退職給付引当金繰入限度超過額 418,398

役員退職慰労引当金 21,392

商品評価損否認額 16,394

未払事業税 13,639

確定拠出年金未払否認額 33,833

その他有価証券評価差額金 782

その他 19,502

繰延税金資産小計 523,943

評価性引当額 △8,994

繰延税金資産合計 514,948

繰延税金資産  

退職給付引当金繰入限度超過額 436,375

役員退職慰労引当金 25,612

商品評価損否認額 6,274

未払事業税 9,919

確定拠出年金未払否認額 2,834

その他 13,268

繰延税金資産小計 494,285

評価性引当額 △7,301

繰延税金資産合計 486,983

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

第25期事業年度（平成18年12月31日） 第26期事業年度（平成19年12月31日）

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

住民税均等割等 3.6％

税額控除 △2.9％

その他 1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割等 3.8％

税額控除 △1.5％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7％
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（持分法損益等）

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

（企業結合等）

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

第25期事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主

(会社等)

日本アイ・

ビー・エム

株式会社

東京都

港区
135,300

コンピュー

ター及び関

連する情報

処理業

(被所有)

直接

19.1

転籍

３名

当社取

扱商品

の仕入

れ及び

販売

売上 859,537 売掛金 573,330

仕入 398,671 買掛金 169,835

業務委託 610,439 前払費用 66,549

 － － 未収入金 315,027

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の販売、サービスの提供については、一般の取引先と同条件で取引を行っております。

日本アイ・ビー・エム株式会社からの商品購入について、価格その他の取引条件をビジネスパートナー契約

に基づき、他のビジネスパートナーと同様に決定しております。

３．上記金額のほか、当社顧客と日本アイ・ビー・エム株式会社とのリース取引高が1,057,874千円あります。

４．未収入金の残高のうち304,700千円は、追加情報に記載しております自己株式譲渡代金に相当する金額であり

ます。

第26期事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主

(会社等)

日本アイ・

ビー・エム

株式会社

東京都

港区
135,300

コンピュー

ター及び関

連する情報

処理業

(被所有)

直接

13.9

転籍

３名

当社取

扱商品

の仕入

れ及び

販売

売上 537,540 売掛金 153,849

仕入 322,604 買掛金 117,420

業務委託 600,015 前払費用 62,028

 － － 未収入金 10,520

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の販売、サービスの提供については、一般の取引先と同条件で取引を行っております。

日本アイ・ビー・エム株式会社からの商品購入について、価格その他の取引条件をビジネスパートナー契約

に基づき、他のビジネスパートナーと同様に決定しております。

３．上記金額のほか、当社顧客と日本アイ・ビー・エム株式会社とのリース取引高が691,133千円あります。
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（１株当たり情報）

第25期事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額    995円17銭

１株当たり当期純利益金額    153円79銭

１株当たり純資産額 1,085円43銭

１株当たり当期純利益金額 154円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
第25期事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

第26期事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当期純利益（千円） 321,557 323,600

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 321,557 323,600

期中平均株式数（千株） 2,090 2,090

　（注）追加情報に記載のとおり、自己株式取得以前の状態に復元した株式数により計算しております。
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（重要な後発事象）

 　　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他

有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

株式会社ベルス 1,120 0

北海道オフィス・システム株式会社 304 15,200

計 1,424 15,200

 【債券】

有価証券

満期保有

目的の債

券

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額

（千円）

コマーシャル・ペーパー 800,000 798,737

計 800,000 798,737

 【その他】

有価証券
その他

有価証券

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

（千円）

譲渡性預金 1 50,000

計 1 50,000
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 267,936 2,460 － 270,396 152,285 22,752 118,111

工具器具備品 205,385 4,558 1,664 208,279 167,775 21,733 40,504

有形固定資産計 473,321 7,018 1,664 478,676 320,060 44,485 158,615

無形固定資産        

のれん 639,326 － 604,386 34,940 22,737 57,361 12,203

ソフトウェア 125,495 9,713 － 135,208 99,017 15,710 36,191

電話加入権 16,021 － － 16,021 － － 16,021

無形固定資産計 780,842 9,713 604,386 186,169 121,754 73,071 64,415

長期前払費用 332 9,528 332 9,528 66 66 9,462

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　増加額　　主に附属設備の増加によるものです。

工具器具備品　増加額　　主に情報関連機器の購入によるものです。

減少額　　主に情報関連機器の廃棄によるものです。

のれん　　　　減少額　　平成14年に取得したのれんの償却完了によるものです。

ソフトウェア　増加額　　主に情報関連機器に関するソフトウェアの購入によるものです。

２．「のれん」は前事業年度まで「営業権」として表示しておりましたが、当事業年度より「のれん」と表示し

ております。

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 25,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 25,000 － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

計 50,000 － － －

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 13,674 857 － 437 14,095

役員賞与引当金 3,432 6,011 3,432 － 6,011

役員退職慰労引当金 52,560 14,391 4,022 － 62,930

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替えによる戻入額です。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

① 流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

預金  

当座預金 580,417

普通預金 1,220

定期預金 500,000

別段預金 5,848

合計 1,087,486

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社タマディック 5,820

太平電業株式会社 5,241

その他 2,777

合計 13,839

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年１月 2,435

２月 590

３月 7,840

４月 2,974

合計 13,839

ハ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社リクルート 401,575

日本アイ・ビー・エム株式会社 153,849

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 85,582

株式会社ジーコス 70,008

オリックス・システム株式会社 61,459

その他 1,259,861

合計 2,032,336

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,116,384 14,437,011 14,521,059 2,032,336 87.7 52.4

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品

品目 金額（千円）

コンピューター及び関連機器 23,344

保守部品 161,948

合計 185,292

ホ．仕掛品

品目 金額（千円）

受託開発ソフトウェア 14,891

合計 14,891

② 固定資産

イ．繰延税金資産

繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で486,983千円であり、その内容については「財務諸表等　(1）財

務諸表　注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。

ロ．差入保証金

相手先 金額（千円）

住友不動産株式会社 253,570

ユニチカリアルティ株式会社 39,433

株式会社プロパイスコーポレーション 28,133

その他 34,664

合計 355,801

③ 流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

日本情報通信株式会社 212,624

日本アイ・ビー・エム株式会社 117,420

ソフトバンクＢＢ株式会社 82,762

株式会社大塚商会 77,550

日本アイ・ビー・エムクレジット株式会社 49,827

その他 768,935

合計 1,309,119
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ロ．前受収益

 相手先  金額（千円）

オリックス・システム株式会社 36,114

株式会社ＣＲＣテクノパートナーズ 27,567

三菱総研ＤＣＳ株式会社 18,553

オリックス・レンテック株式会社 16,247

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 14,792

その他 263,298

 合計 376,574

④ 固定負債

イ．退職給付引当金

退職給付引当金は、1,072,176千円であり、その内容については「財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（退職給

付関係）」に記載しております。

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 100株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて募

集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利

を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第25期）（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）平成19年３月23日関東財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

平成19年３月26日関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 （主要株主の異動）

平成19年６月13日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 （主要株主の異動）

平成19年９月27日関東財務局長に提出。

(5) 半期報告書及びその添付書類

（第26期中）（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）平成19年９月28日関東財務局長に提出。

(6) 臨時報告書（代表取締役の異動）

平成20年１月11日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年３月２３日

日本オフィス・システム株式会社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　木　村　幸　彦

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　神　谷　直　巳

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本オフィス・

システム株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本オフィス・シ

ステム株式会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年３月27日

日本オフィス・システム株式会社  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小沢　直靖

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本オフィス・システム株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本オフィス

・システム株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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